
写真－1　梅田センタービル

□はじめに

　政府は、すべての主要国による一定条件の合意を
前提に、温室効果ガスの排出量を1990年比で2020
年までに 25％削減する目標を表明している。我が
国の最終エネルギー消費の3割以上は民生部門が占
め、とりわけその過半を占める業務部門（オフィス
ビル、店舗等）は家庭部門より増加が著しく、省エ
ネ対策の強化が求められている。このようななか業
務用建物のエネルギー消費に大きく関わる建築設備、
その主たる要因である空調設備に課された課題は極
めて大きい。ここでは、最近約30年の空調設備技
術の変遷と社会の動向を俯瞰した上で、当社の取り
組む空調システムについて述べる。

□セントラル熱源から個別分散空調へ

　1973年と1979年のオイルショックを契機にエネ
ルギー使用の合理化に関する法律（省エネ法）が

1979 年に公布され、官民あげて省エネに取り組む
ようになった。当時の空調熱源の主流は、吸収式冷
凍機、電動式冷凍機（チリングユニット、ターボ冷
凍機等）に代表される大型熱源機であった。1984
年に米国でインテリジェントビルが登場すると、情
報機器の増加により電源容量が増大し、オフィス業
務形態の多様化により、個別の空調対応が求められ
るようになる。1980 年代に業務用ヒートポンプパ
ッケージが登場すると、個別空調に応える技術とし
て中小規模の建物に広く普及し、今日においても同
規模ビルにおける主役の座を保っている。当社では、
梅田センタービル（写真－１）（1987年竣工、32階、
延床面積80,000 m2）において、超高層大型ビルで
は日本で初めて本方式をベースにした個別分散空調
方式を全館に採用した。この直接膨張式ヒートポン
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写真－3　梅田DTタワー

写真－2　クリスタルタワー

プパッケージ方式は、必要な時に必要な場所の空調
が可能で、監視制御が容易であるため、24時間オ
フィスを標榜に掲げるインテリジェントオフィスの
ニーズに合致するものであった。しかしこの業務用
ヒートポンプパッケージや家庭用エアコンの普及に
より、夏の昼間における電力ピークが先鋭化し、電
力会社の負荷率の低下を引き起こすようになった。

□蓄熱空調の普及

　電力会社の発電設備の効率化を促進するため電力
負荷の平準化が叫ばれ、電力会社による蓄熱空調へ
のインセンティブ強化がなされた。これらを解決す
る方式として蓄熱空調方式、特に蓄熱槽をコンパク
トにできる氷蓄熱空調が積極的に採用されるように
なる。当社ではクリスタルタワー（写真－2）（1990
年竣工、37階、延床面積86,000 m2）の熱源として
氷蓄熱システムを、2次側の空調方式として氷の低
温性を利用した冷媒自然循環システムを導入し、梅
田ＤＴタワー（写真－3）（2003年竣工、27階、延
床面積48,000 m2）では、更に躯体蓄熱を組み合わ
せたシステムを導入している。電力消費を夜間にシ
フトすることにより、夏のピーク時の電力デマンド
を低減させ、電力の負荷率の向上を図った。

その後の西梅田地区における当社の設計物件には、
氷蓄熱システムと冷媒自然循環システムが広く採用
されるに至った。

□ 熱源機器性能の向上

　冷凍機の性能は、1990 年以降飛躍的な進化を遂
げている。環境に対する配慮より使用冷媒は、オゾ
ンの破壊係数（ODP）の大きいCFC冷媒（R12）
等の指定フロンの使用が禁止され、ODPの小さい
HCFC（R22）等の指定フロンから、更に現在では
オゾンを一切破壊しないR134a 等の新冷媒が主流
となった。当社においても冷媒自然循環空調システ
ムの冷媒を新冷媒に切り換えた。地球温暖化防止の
視点でみると新冷媒は地球温暖化係数（GWP）が
大きいため、現在ではGWPの小さい自然冷媒の採
用が模索されている。また冷凍機の性能（成績係数）
はインバータ等の冷凍機の要素技術が改良され、定
格時だけでなく部分負荷時の性能が格段に向上した。
近年では搬出入や増設を容易とするモジュール型冷
凍機が各メーカより次々に開発され、性能、施工性
も大幅に向上している。ターボ冷凍機や吸収式冷凍
機の性能が、30 年前に比べそれぞれ約 1.5 倍と約
1.35倍程度に向上している。一方業務用ヒートポン
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図－2
放射空調の採用事例

図－1　中温エコ空調システム

プパッケージにおいても、新冷媒の採用、成績係数
の向上、室内機・室外機の多品種化、高揚程化が図
られ、性能面、施工面で大きく改良された。熱源が
年間を通じて殆どが部分負荷運転となるため、実態
の運転に考慮しパッケージエアコンではAPFを冷
凍機では IPLVの指標が使われるようになった。当
社においても、これらの高性能機器を積極的に採用
するようになる。

□中温エコ空調

　従来の空調システムでは、冷房時に1台の冷却コ
イルで、温度（顕熱）と湿度（潜熱）の双方を同時
に処理してきた。この冷却コイルは、空調機の場合
は冷水にて、ヒートポンプパッケージの場合は冷媒
にて冷却を行っているが、この冷水温度や冷媒の蒸
発温度を上げると熱源の効率が上がり省エネになる
が、除湿の能力の低下により湿度が上昇し室内環境
が悪化する。そのため温度（顕熱）と湿度（潜熱）
を同時に処理し快適性を維持するには、冷水温度や
冷媒蒸発温度をある程度低くする必要があり、省エ
ネルギーと快適性を両立することは困難であった。
この課題を解決するために顕熱と潜熱の処理を分割
し、システム全体の高効率化を図るシステムが潜熱
顕熱分離空調である。従来空調に用いる7℃以下の
冷水や45℃以上の温水と異なり、環境温度（空調
室温）に近い冷水（13～ 20℃程度）や温水（30～
35℃程度）を用いる空調方式を、当社では「中温
エコ空調」と称している。中温エコ空調のシステム
図を図－1に示す。中温域の冷水を供給することに
より熱源効率を向上させる一方で、空気中の水分を
吸着・脱着できる高機能材料を用いた調湿外調機に
よる湿度制御を行ない、温度制御は顕熱処理空調機
等で行うシステムである。室内側の空調においては、
中温域の冷温水に適する放射冷暖房システムの併用
やパーソナル空調による空調域の最小化により、省
エネルギー効果及び室内温熱環境の質の向上に貢献
できる。また中温域で相変化を伴う潜熱蓄熱材を用
いた蓄熱システムを取り入れることで、コンパクト
な蓄熱が実現でき、夜間電力移行による電力負荷平
準化に貢献できるシステムと言える。

□放射空調システム

　中温エコ空調の中核を担うシステムが放射空調で

ある。人からの熱は、周囲の天井や壁への放射、周
囲の空気への対流、汗等による蒸発、床等の接触に
よる伝熱により放熱され、一般的に放射により6割、
対流により2割が放熱されている。従来の一般的な
空調方式では、空気を強制的に循環させ制御してい
るが、空気の流れによる気流感や不均一な気流分布
また送風部における騒音による不快感が発生する場
合がある。放射空調方式は人の最大の放熱成分であ
る放射熱を放射パネル等から直接吸収し制御する方
式である。気流による不快感や騒音がなく快適な空
調と言える。放射空調の採用事例を図－2に示す。
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図－4　パーソナル吹出口

図－3　放射併用型パーソナル空調のシステム図

写真－4　京都幸ビル

□パーソナル空調システム

　近年オフィスの生産性が注目され、温熱環境と生
産性の関係が明らかにされるようになった。省エネ
のため単に室内設定温度を上げるだけでは、オフィ
スの生産性が低下するため、生産性の向上と省エネ
ルギーを両立させる空調システムが求められている。
タスクアンドアンビエント空調やパーソナル空調は
これらの要請に応える一システムとして考えられ、
当社では放射併用型パーソナル空調システムを開発
し、京都幸ビル（写真－ 4）（2009 年改修、8階、
延床面積8,200 m2）の空調改修工事に採用した。放
射面となる天井の表面温度を20～ 23℃として、体
表面との差による放射で人体熱を取り除き、年間を
通じて快適な空調を行い、天井に設置したパーソナ
ル気流ユニットにより、個々のワーカーに対してピ
ンスポットの風向と風量を調整して、個人の好みに
応じた空調環境を提供できるようにしている。放射
併用型パーソナル空調システム図とパーソナル吹出
口と気流の流れを図－3と図－4に示す。放射併用
パーソナル空調は、室内温度を高めに設定しても快
適性を損なわず、個人の要求環境性能を満足させつ
つ、エネルギー効率の向上を図ることができる。

□環境配慮への取り組み

　建物のライフサイクルの視点より環境負荷の低減
を考えると、建築設備を中心とした技術だけでなく、
建築計画と一体となった環境配慮が必要である。自
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図－5　国際メディアセンターの環境負荷低減技術

然光、自然換気等を上手く取り入れた建築計画、太
陽光発電、地中熱、風力等の未利用エネルギーの有
効活用は勿論のこと、建築資材の再利用化、再資源
化への取り組みも重要である。図－5は洞爺湖サミ
ット時の国際メディアセンターでの環境負荷低減技
術で、ここで使用された建築資材の99％を再利用、
再資源化を図り、環境負荷の低減を図っている。

□ おわりに

　以上、空調システムを中心に当社の取り組みを述
べたが、温室効果ガスの排出量を低減するためには、
新築ビルの省エネ性能の向上とともに、既築ビルの
省エネ技術の導入、更に建物使用者の積極的な取り
組みが不可欠で、我々建築設備技術者の果たす役割、
責務は大きいと言える。
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